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トリクロロエチレンなどが有害物質に追加
1．はじめに
　　トリクロロエチレン及びテトレクロロエチレンは，ドライクリーニング，金属部品類の脱脂洗
浄溶剤，半導体製造，化学工業製品製造の溶剤，殺虫剤等に広く用いられている。
　　しかし，トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンは，有害性に関する疫学的情報，動物
等による毒性試験の結果が得られており，哺乳類における発ガン性試験では，これらの2物質は
発ガン性を有するとの報告がなされている。一方，環境中のトリクロロエチレン及びテトラクロ
　ロエチレンの汚染状況は，公共水域において，各々WHOの飲料水暫定ガイドラインである0．03
U9　／e及び0．01㎎／4を超過した検体の数は，昭和59年度から昭和62年度の累計で1．35％であり，
地下水汚染はさらにこの期間の累計で3．54％の超過であったとされている。これらのことから，
安全性重視の立場から，人の健康に影響を及ぼすおそれのあるこれら両物質を水質汚濁防止法の
有害物質に指定し，排水基準が設定されました。
　　岡山大学においても研究室内で，このトリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンを使用し
ていると思われ，その取扱い並びに処理について充分注意する必要があります。また，今回の政
令改正では見送られたものの，近年中に規制されることになるであろう四塩化炭素についても今
後注意が必要となるものと思われます。
2．政令改正の内容
　（1）　トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンを水質汚濁防止法の有害物質として追加する。
　（2）施行日を平成元年10月1日とする。
　　　排水基準については，次の値を「排水基準を定める総理府令」において定める。
　　　　　　　トリクロロエチレン　　　　0．3㎎／e
　　　　　　　テトラクロロエチレン　　　　O．1㎎／6
3．環境基準・排水基準の設定
　　トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンの環境基準を設定するには，現在のところ，発
　ガン物質による長期間の影響に対して，閾値を設定する方法がないというのが一般的な考え方と
　なっており，トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンについて環境基準を設定するために
　は，さらに検討する必要があるとされている。
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　このような現況のもとで環境基準を設定するにあたり，公共用水域において，当面維持するこ
とが適当な水質のレベルとして，水質環境目標を設定し，水質汚濁防止法の規制措置を講じるこ
とが妥当であるとして，公共用水域での現況，人の健康への影響等に関する知見や，WHOの飲
料水暫定ガイドライン値及びわが国の水道水の暫定的な水質基準を考え，次のような値が妥当で
あるとした。
　　　　トリクロロエチレン　　　　　0．03㎎／4以下
　　　　テトラクロロエチレン　　　　0．01㎎／4以下
　排水基準については，現行の有害物質に関する一律排水基準のレベルが，水質汚濁に関する環
境基準値の10倍に設定されてきていること，及び既に関係省庁において，トリクロロエチレン及
びテトラクロロエチレンに係わる排水管理目標指導値が設けられ，数年にわたって行政指導がな
された経緯があり，敬令改正で示された排水基準が設定されることとなった。
4．四塩化炭素の取扱いについて
　　四塩化炭素についても，多くの有害性に関する疫学的情報，動物等による毒性試験の結果が得
　られている。発ガン性については，明確に発ガン性を有するとの結論は得られていないが，発ガ
　ン物質である可能性を認めている。しかし，四塩化炭素の公共水域における汚染状況については，
　WHOの暫定飲料水ガイドライン値である0．　OO3　mg／6を超えたものはなく，またその使用場所
　は9割が化学品製造の原料として使用されている。
　　以⊥のことから四塩化炭素が水環境中において問題となるレベルで存在する可能性について，
　今後さらに検討を続ける必要があるとされ，今回の排水基準の設定は見送られることとなった。
　しかしながら，平成元年4月20日の水質保全局通知によれば，公共用水域の排出に係わる管理目
　標はO．03　mg／6とし，事業場からの排水についても指導が行われるとともに，四塩化炭素を含む
　水の地下浸透は禁止することが示されていることには注意を必要とする。
5．おわりに
　　岡山大学の排水の測定結果では，トリクロロエチレン及びテトラクPロエチレンは検出されて
　いませんが，トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンを使用する研究室は，間違って排水
　中に流れないよう，あるいは土壌中に浸透しないようその保存並びに廃液について充分注意をす
　る必要があります（保存にあたっては，これらの両物質は揮発性が高い物質であるため，密栓し
　た状態での保存を，廃液は，難燃性有機廃液としてトリクロロエチレンあるいはテトラクロロエ
　チレンを含むことを明確にして下さい）。
　　最後に，四塩化炭素（及びクロロホルム）は今回の政令改正では排水基準の設定は見送られた
　ものの，岡山大学の排水の測定結果からは，四塩化炭素（及びクロロホルム）が検出されており，
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かなりの量が水環境中に排水されていると考えられます。したがって，これらの物質についても
近い将来規制される可能性があり，安易に排出されないように，難燃性有機廃液として貯留する
ことが必要です。
力莞ヲム
「反・省エネ時代？」
　日本は二回目わたる石油危機以来，省エネルギーの技術開発と実践に努め，エネルギー効
率の高い産業社会を築き上げてきた。特に鉄鋼，紙・パルプ，石油化学などエネルギー多消
費型産業における改善は著しく，乗用車の燃費も向上した。このようなことから民生での省
エネルギー設備や機器の導入はほぼ全体に定着してきたと言われる。
　しかし最近は電力やガソリンなどのエネルギー消費量が増加する傾向にある。これは原油
価格の低下と内需景気の高まりによるエネルギー多消費産業の復活の他に，日常生活や業務
内容の変化に伴う消費の高級化や多様化による寄与が多いと言われている。
　すなわち乗用車では燃費よりも排気量の多い大型高級車指向があり，家電製品も消費電力
の大きい大型製品に人気が集まる。さらにOA機器の普及による新たなエネルギー消費も生
まれている。新たな「反・省エネ時代」というべき時代の到来かとも思える。
　さて地球の温暖化の最も大きな原因は炭酸ガスの増加であり，その寄与が最も大きいのが
現在殆どのエネルギーの供給源である化石燃料の燃焼によるものである。したがって地球の
温暖化やフロンガスのオゾン層破壊などの地球環境問題の解決には我々自身のライフスタイ
ル全体の変革が必要となってくるであろう。地球環境の保護のために我々が敢えて物に対し
ての不自由を選択しなければならない時代が到来するのかもしれない。　　　　（S．K．）
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